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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第76期

第３四半期累計期間
第77期

第３四半期累計期間
第76期

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成25年６月30日

自 平成25年10月１日
至 平成26年６月30日

自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日

売上高 (千円) 3,195,507 4,053,621 4,227,489

経常利益 (千円) 277,487 400,763 309,492

四半期(当期)純利益 (千円) 166,571 255,778 191,043

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 921,100 921,100 921,100

発行済株式総数 (株) 6,710,000 6,710,000 6,710,000

純資産額 (千円) 3,658,823 3,824,211 3,685,600

総資産額 (千円) 6,268,383 6,772,502 6,312,762

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 25.00 38.93 28.68

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 8.00 8.00 14.00

自己資本比率 (％) 58.4 56.5 58.4
 

 

回次
第76期

第３四半期会計期間
第77期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.06 0.59
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありま

せん。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当第３四半期累計期間における我が国経済は、政府による経済政策により消費税増税の影響が比較的

少なく、緩やかな持ち直しの傾向が見られ、企業業績が順調に推移し雇用情勢も改善しているものの、

新興国の成長鈍化、燃料および原材料価格の上昇等の影響も懸念され、依然として先行き不透明な状況

で推移いたしました。

　このような状況のもと、当社におきましては、原子力関連の試験研究設備等において、一時的に特別

な受注があり異常なまでに集中した作業量および納期に対し、個人別稼働計画の推進等による社内の生

産体制の最適化等を図り対応するとともに、シース型の熱電対・ヒータ・信号ケーブル等の受注確保を

目指してまいりました。

　この結果、当第３四半期累計期間の売上高は40億５千３百万円（前年同期比26.9％増）、営業利益は

３億９千２百万円（前年同期比40.9％増）、経常利益は４億円（前年同期比44.4％増）、四半期純利益

は、２億５千５百万円（前年同期比53.6％増）となりました。

　セグメント別の概況は、次のとおりであります。

　エネルギー関連につきましては、福島第一原子力発電所の事故以来、計画が延期されていたものが再

開するなど、ナトリウム関連、核融合関連及び軽水炉関連等、原子力関連製品全般の受注および納期が

集中したことにより、売上高22億６千７百万円（前年同期比51.9％増）、セグメント利益（営業利益）

３億７千２百万円（前年同期比57.0％増）となりました。

　産業システム関連につきましては、液晶パネル製造装置用の基板加熱装置等が減少した半面、半導体

製造装置関連製品等が比較的好調に推移したことにより、売上高15億６千９百万円（前年同期比6.7％

増）、セグメント利益（営業利益）２億６百万円（前年同期比5.8％減）となりました。

　その他につきましては、飲食店舗の人員不足等の影響により、売上高２億１千６百万円（前年同期比

6.5％減）、セグメント利益（営業利益）７百万円（前年同期比63.9％減）となりました。
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(2）財政状態の分析

当第３四半期会計期間末における総資産は67億７千２百万円となり、前事業年度末に比べ４億５千９

百万円増加しました。負債は29億４千８百万円となり前事業年度末に比べ３億２千１百万円増加しまし

た。純資産は38億２千４百万円となり前事業年度末に比べ１億３千８百万円増加しました。

当第３四半期会計期間末における資産、負債及び純資産の状態に関する分析は以下のとおりでありま

す。

（流動資産）

流動資産は、前事業年度末から４億２千８百万円増加し、42億７千８百万円となりました。これは主

に、受取手形及び売掛金が減少した反面、現金及び預金が増加したことによるものであります。

（固定資産）

固定資産は、前事業年度末から３千１百万円増加し、24億９千３百万円となりました。これは主に、

アルミ試験棟の建設に伴う建物が増加したことによるものであります。

（流動負債）

流動負債は、前事業年度末から２億９千万円増加し、26億５百万円となりました。これは主に、支払

手形及び買掛金および電子記録債務が増加したことによるものであります。

（固定負債）

固定負債は、前事業年度末から３千万円増加し、３億４千２百万円となりました。これは主に、長期

借入金が増加したことによるものであります。

（純資産）

純資産は、前事業年度末から１億３千８百万円増加し、38億２千４百万円となりました。これは利益

剰余金が増加したものであります。

　

(3）事業上及び財務上対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発費の総額は１億２百万円であります。

　なお、当第３四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,800,000

計 16,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,710,000 6,710,000
東京証券取引所
JASDAQ(スタンダード)

単元株式数は
1,000株で
あります。

計 6,710,000 6,710,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

― 6,710 ― 921,100 ― 1,164,236
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
　(自己保有株式)
普通株式　151,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式6,483,000 6,483 ―

単元未満株式 普通株式  76,000 ― ―

発行済株式総数 6,710,000 ― ―

総株主の議決権 ― 6,483 ―
 

(注) 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

② 【自己株式等】

  平成26年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
助川電気工業株式会社

茨城県日立市滑川本町
３－19－５

151,000 ─ 151,000 2.25

計 ― 151,000 ─ 151,000 2.25
 

 

２ 【役員の状況】

 

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成26年４月１日か

ら平成26年６月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成25年10月１日から平成26年６月30日まで)に係る

四半期財務諸表について、興亜監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年９月30日)

当第３四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,311,695 2,040,290

受取手形及び売掛金 1,742,368 1,478,624

商品及び製品 130,739 129,361

仕掛品 328,780 313,220

原材料及び貯蔵品 240,207 262,043

その他 100,068 58,778

貸倒引当金 △3,600 △3,600

流動資産合計 3,850,259 4,278,718

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 587,598 637,468

土地 884,958 884,958

その他（純額） 203,389 207,191

有形固定資産合計 1,675,946 1,729,618

無形固定資産 33,151 31,849

投資その他の資産

その他 765,784 741,994

貸倒引当金 △12,379 △9,679

投資その他の資産合計 753,405 732,315

固定資産合計 2,462,503 2,493,783

資産合計 6,312,762 6,772,502

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 648,688 709,409

電子記録債務 － 207,084

短期借入金 1,240,000 1,300,000

未払法人税等 101,224 53,239

賞与引当金 76,296 18,004

その他 248,796 317,903

流動負債合計 2,315,006 2,605,641

固定負債

長期借入金 10,632 57,322

退職給付引当金 292,486 276,301

その他 9,038 9,026

固定負債合計 312,156 342,650

負債合計 2,627,162 2,948,291
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年９月30日)

当第３四半期会計期間
(平成26年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 921,100 921,100

資本剰余金 1,164,309 1,164,309

利益剰余金 1,598,948 1,762,293

自己株式 △31,585 △70,241

株主資本合計 3,652,772 3,777,461

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 32,827 46,749

評価・換算差額等合計 32,827 46,749

純資産合計 3,685,600 3,824,211

負債純資産合計 6,312,762 6,772,502
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 3,195,507 4,053,621

売上原価 2,387,602 3,044,288

売上総利益 807,905 1,009,333

販売費及び一般管理費 529,228 616,605

営業利益 278,677 392,728

営業外収益

受取利息 3,135 2,919

受取配当金 5,052 5,802

受取保険金 － 6,206

その他 8,688 9,495

営業外収益合計 16,877 24,423

営業外費用

支払利息 13,791 13,618

その他 4,275 2,769

営業外費用合計 18,067 16,388

経常利益 277,487 400,763

特別利益

投資有価証券売却益 － 1,508

特別利益合計 － 1,508

特別損失

投資有価証券売却損 21,238 －

特別損失合計 21,238 －

税引前四半期純利益 256,248 402,271

法人税、住民税及び事業税 73,945 98,000

法人税等調整額 15,732 48,492

法人税等合計 89,677 146,492

四半期純利益 166,571 255,778
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【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四
半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　

 
前第３四半期累計期間
(自 平成24年10月１日
至 平成25年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 82,846千円 84,565千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成24年10月１日 至 平成25年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年12月20日
定時株主総会

普通株式 26,650 4 平成24年９月30日 平成24年12月21日 利益剰余金

平成25年５月10日
取締役会

普通株式 53,298 8 平成25年３月31日 平成25年６月10日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 平成25年10月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年12月19日
定時株主総会

普通株式 39,965 6 平成25年９月30日 平成25年12月20日 利益剰余金

平成26年５月13日
取締役会

普通株式 52,468 8 平成26年３月31日 平成26年６月10日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

当社は関連会社がありませんので該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成24年10月１日 至 平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期損益
計算書計上
額(注)３エネルギー

関連事業
産業システ
ム関連事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,492,703 1,471,418 2,964,121 231,386 3,195,507 ― 3,195,507

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 1,492,703 1,471,418 2,964,121 231,386 3,195,507 ― 3,195,507

セグメント利益 237,444 219,637 457,082 21,166 478,248 △199,571 278,677
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店の経営等を含んでおりま

す。

２　セグメント損益の調整額△199,571千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成25年10月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期損益
計算書計上
額(注)３エネルギー

関連事業
産業システ
ム関連事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 2,267,749 1,569,552 3,837,302 216,319 4,053,621 ― 4,053,621

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 2,267,749 1,569,552 3,837,302 216,319 4,053,621 ― 4,053,621

セグメント利益 372,702 206,952 579,654 7,637 587,292 △194,564 392,728
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店の経営等を含んでおりま

す。

２　セグメント損益の調整額△194,564千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成24年10月１日
至 平成25年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成26年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 25円00銭 38円93銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益(千円) 166,571 255,778

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 166,571 255,778

    普通株式の期中平均株式数(株) 6,662,176 6,569,841
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

 

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　

第77期（平成25年10月１日から平成26年９月30日まで）中間配当については、平成26年５月13日開催の

取締役会において、平成26年３月31日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこ

とを決議いたしました。

①　配当金の総額 52,468千円

②　１株当たりの金額 ８円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成26年６月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
平成26年８月７日

助川電気工業株式会社

取締役会 御中

興亜監査法人
 

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士   松   村   隆         印
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士   柿   原   佳   孝   印
 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている助

川電気工業株式会社の平成25年10月１日から平成26年９月30日までの第77期事業年度の第３四半期会計期間

(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成25年10月１日から平成26年６

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、助川電気工業株式会社の平成26年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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